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代 表 取 締 役 社 長

売上高
（単位：百万円）

営業利益
（単位：百万円）

経常利益
（単位：百万円）

親会社株主に帰属
する当期純利益
（単位：百万円）

1株当たり
当期純利益
（単位：円）

前回発表予想（A） 470,000 70,000 88,250 63,800 722.68
今回修正予想（B) 460,000 46,000 49,300 30,500 347.97
増減額（B)-(A) △ 10,000 △ 24,000 △ 38,950 △ 33,300
増減率（%） △ 2.1 △ 34.3 △ 44.1 △ 52.2
前期実績

（2024年12月期） 450,993 65,085 98,674 76,329 853.36

2025年12月期　通期連結業績予想数値の変更 （2025年1月1日〜 2025年12月31日）

海外市場においては、北米市場では、販売は前年並みとなり、
市場在庫は適正レベルを維持しました。

欧州市場では、恵まれた天候も手伝い販売は堅調に推移し、市
場在庫も適正水準を維持しました。

アジア市場では、中国市場を中心に在庫調整は落ち着きの兆し
を見せ、販売は底堅く推移しました。

豪州市場では、安定した釣況に支えられ販売は堅調に推移し、
市場在庫は適正な水準を維持しました。

このような市況の下、新製品のスピニングリール「ULTEGRA」
や新製品のベイトリール「ANTARES」に高い評価をいただくと
ともに、引き続きベイトリール「METANIUM DC」、ロッド

「EXPRIDE」などの製品に多くのご注文をいただきました。
この結果、当セグメントの売上高は55,751百万円（前年同期

比3.1％増）、営業利益は4,493百万円（前年同期比32.4％減）と
なりました。

	その他
当セグメントの売上高は233百万円（前年同期比4.9％増）、営

業損失は1百万円（前年同期は営業損失24百万円）となりました。

	事業の経過および成果
当中間連結会計期間におきましては、世界経済は緩やかな回復

を維持したものの、各国の通商政策、ウクライナや中東における
紛争長期化、中国経済の停滞等の影響により、依然として先行き
不透明な状況が継続しました。

欧州では、インフレ圧力の緩和で個人消費は堅調なものとな
り、景気は緩やかな成長が継続しました。

米国では、通商政策の動向から消費者マインドが冷え込み、景
気は弱含みで推移しました。

中国では、長期化する不動産不況の影響や個人消費の低迷によ
り、景気回復は力強さを欠きました。

日本では、堅調なインバウンド需要や雇用・所得環境が改善す
るなかで、景気は緩やかな回復が続きました。

このような環境の下、自転車、釣具への関心は継続し、当中間
連結会計期間における売上高は237,409百万円（前年同期比
9.5％増）、営業利益は28,123百万円（前年同期比9.2％減）とな
り、為替評価損等により経常利益は14,038百万円（前年同期比
74.8％減）、親会社株主に帰属する中間純利益は3,961百万円

（前年同期比90.9％減）となりました。

	自転車部門
長期的なトレンドとして自転車への高い関心が続くなか、一部

の地域において市場在庫は依然として高めの水準で推移しており
在庫調整は継続しました。

海外市場においては、欧州市場では、春先の好天にも恵まれ完
成車の店頭販売は堅調で、市場在庫は減少したものの依然として
やや高めの水準で推移しました。

北米市場では、完成車の店頭販売は弱含みで推移した一方、市
場在庫は適正水準を維持しました。

アジア・中南米市場においては、個人消費の低迷が継続し完成
車の店頭販売はやや低調に推移したものの、市場在庫は適正水準
に近づきました。中国市場では、スポーツサイクリングの関心は
依然として底堅かったものの、市場在庫の調整は継続し、やや高
めの水準で推移しました。

日本市場においては、市場在庫は適正レベルで推移したもの
の、完成車の価格高騰が影響し店頭販売は低調となりました。

このような市況の下、刷新したマウンテンバイク向けコンポー
ネントのハイエンドモデル「XTR」をはじめ、「DEORE XT」、

「DEORE」の3シリーズや、自己発電で動作する自動変速を備え
た「Q’AUTO」に対して高い評価をいただきました。

この結果、当セグメントの売上高は181,424百万円（前年同期
比11.6％増）、営業利益は23,631百万円（前年同期比2.9％減）
となりました。

	釣具
釣具への関心が継続するなか、販売は弱含みで推移したもの

の、市場在庫の調整は進展しました。
日本市場においては、市場在庫の調整は進捗したものの、物価

高の影響により個人消費が低迷し、販売は弱含みで推移しました。

	中間配当のご報告
当社は、株主のみなさまに対する利益還元を経営上の重要課題

と捉えており、安定的な配当の維持・継続とともに、業績の進展
に応じた成果の配分を行うことを基本方針とし、引き続き配当の
充実と、機動的な自社株買い継続により総還元性向50％を下限の
目安とし、株主還元向上につとめます。

この基本方針に基づき、今回の中間配当金につきましては、
2025年2月公表（予想）のとおり、前年同期から15円増配の1株
当たり169円50銭とさせていただきました。なお、当期末の配当
について、1株当たり169円50銭とし、その結果当期の年間配当
額は1株当たり339円を予定しております。

	今後の見通し
通期連結業績予想につきましては、中国市場等での在庫調整が

継続する見込みであり、工場の生産調整局面において、諸経費の
上昇による利益率の低下が見込まれること、当第2四半期（中間
期）連結会計期間においてドル安の進行に伴うアジア通貨高の影
響による為替評価損等の営業外費用が増加したこと等を踏まえ、
次のとおり変更いたします。

株主のみなさまにおかれましては、今後ともなにとぞ変わらぬ
ご支援を賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。
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第118期中間期
2024年1月1日〜2024年6月30日

第119期中間期
2025年1月1日〜2025年6月30日

第119期
（予想）

第115期 第116期 第117期 第118期
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339円
235円 285円260円 309円

（注）�現金及び現金同等物に係る換算差額については記載を省略しております。 
それにより生じるグラフの誤差については調整しております。

中間期末残高
458,743

財務活動による
キャッシュ・フロー
△44,503

期首残高
530,310

2025年1月1日 2025年6月30日

営業活動による
キャッシュ・フロー
31,512

投資活動による
キャッシュ・フロー
△26,720

第119期中間期　2025年1月1日〜2025年6月30日
（単位：百万円）

資産合計

903,793
純資産合計

826,763

負債合計　　77,030

第119期中間期末　2025年6月30日現在
（単位：百万円）

▪ 連結貸借対照表（要約） ▪ 連結キャッシュ・フロー計算書（要約）

売上高 売上高営業利益 営業利益経常利益 経常利益 税金等調整前
中間純利益

親会社株主に
帰属する
中間純利益

親会社株主に
帰属する
中間純利益

216,887

30,955

55,625

43,704

237,409

28,123

9,842
営業外
収益

23,927
営業外
費用

14,038

20
特別
損失 14,017

3,961

売上原価 150,772

販売費及び一般管理費 58,513

法人税等 10,036

非支配株主に 20
帰属する中間純利益

（単位：百万円）

▪ 連結損益計算書（要約）

76.4%

23.5%

0.1%

■ 自転車部品　　■ 釣具　　■ その他

第119期
中間期

▪ セグメント別売上高比率

84.0%

16.0%

■ 自転車部品　　■ 釣具（その他 △0.0％）

第119期
中間期

▪ セグメント別営業利益比率

※その他の財務関連データにつきましては当社ホームページ「投資家情報：財務ハイライト」をご参照ください。
　https://www.shimano.com/jp/ir/finance-highlights.html

年間配当金の推移

第119期中間期末の配当金は、前年同期から15円増配の1株当たり169
円50銭とし、年間配当予定額は、当期末の配当を169円50銭として1株
当たり339円を予定しております。

株主のみなさまに対する利益還元を経営上の重要課題と捉えており、
今後も安定的な配当の維持・継続とともに業績の進展に応じた成果の配
分を行ってまいります。
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社 名

英 文 社 名

創 業 年 月

設 立 年 月

資 本 金

事 業 内 容 

本 社 

U R L

株式会社シマノ

SHIMANO INC.

1921年2月

1940年1月

35,613百万円

自転車部品、釣具、 
ロウイング関連用品等の製造販売

〒590-8577 
大阪府堺市堺区老松町3丁77番地

https://www.shimano.com

▪ 株主メモ 
事 業 年 度

定時株主総会

基　 準　 日

単 元 株 式 数

公 告 方 法

株主名簿管理人および
特別口座の口座管理機関

株 主 名 簿 管 理 人
事 務 取 扱 場 所

郵 便 物 送 付 先

電 話 照 会 先

ホ ー ム ペ ー ジURL

よ く あ る ご 質 問
（ F A Q ）

証 券 コ ー ド

毎年1月1日から12月31日まで

3月

期末配当金　毎年12月31日

中間配当金　毎年  6月30日

100株

電子公告
当社のホームページに掲載いたします。

（https://www.shimano.com/jp/
ir/electronic.html）ただし、やむを
得ない事由によって電子公告による 
ことができない場合は、日本経済新聞
に掲載いたします。

東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社

大阪市中央区北浜四丁目5番33号
三井住友信託銀行株式会社 証券代行部

〒168-0063 東京都杉並区和泉二丁目8番4号
三井住友信託銀行株式会社 証券代行部

電話　0120-782-031（フリーダイヤル）
受付時間　9：00〜17：00
　　　　　（土･日･祝日および12/31～1/3を除く）

https://www.smtb.jp/personal/procedure/agency

https://faq-agency.smtb.jp/?site_domain=personal
お手続き方法やよくあるご質問は、上記「よくあるご質問

（FAQ）」サイトでご確認いただけます。

7309

13.82%

27.50%

0.55%

51.37%

5.34%

第118期
中間期

■ 金融機関

■ 証券会社

■ その他の法人

■ 外国法人等

■ 個人、その他

■ 自己名義　

1.42%

0.07%

50.07%

5.48%

第119期
中間期

14.16%

28.22%

2.00%

所有比率

▪ 役 員
代表取締役会長兼CEO
代 表 取 締 役 社 長
代表取締役副社長
代表取締役副社長
専 務 取 締 役
社 外 取 締 役
社 外 取 締 役
社 外 取 締 役
社 外 取 締 役
社 外 取 締 役
常 勤 監 査 役
常 勤 監 査 役
社 外 監 査 役
社 外 監 査 役

島 野 容 三
島 野 泰 三
豊 嶋     敬
津 崎 祥 博
チア チン セン
一 條 和 生
勝 丸 充 啓
榊 原 定 征
和 田 浩 美
江 口 あ つ み
樽 谷     潔
吉 本 昌 義
野 末 佳 奈 子
橋 本 敏 彦

株　主　名 持株数（千株） 持株比率（%）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 11,639 13.28

湊興産株式会社 7,936 9.06

JP MORGAN CHASE BANK 380055 5,968 6.81

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 3,951 4.51

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505001 3,185 3.63

株式会社スリーエス 2,171 2.48

日本生命保険相互会社 1,801 2.06

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505103 1,542 1.76

STATE STREET BANK WEST CLIENT － TREATY 505234 1,523 1.74

STICHTING PENSIOENFONDS ZORG EN WELZIJN 1,512 1.73

大株主（上位10名）

（注）持株比率は自己株式（58,741株）を控除して計算しております。

▪ 発行可能株式総数	 262,400,000株

▪ 発行済株式の総数	 87,710,000株

▪ 株主数	 9,555名

▪ 単元株式数	 100株
上 席 執 行 役 員
上 席 執 行 役 員
上 席 執 行 役 員
執 行 役 員
執 行 役 員
執 行 役 員
執 行 役 員
執 行 役 員
執 行 役 員
執 行 役 員
執 行 役 員

金 井 琢 磨
大 津 智 弘
島 野 勇 三
大 竹 正 浩
中 野 敬 介
赤 川     満
島 野 豪 三
能 勢 佳 孝
高柳優寛ファビオ
嶋 田     力
平 野 秀 樹
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